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結論： 消費増税は予定どおり行うべき

（2015年10月：8％⇒10％）

根拠①： 経済は循環的に回復局面、
金融環境も極めて緩和的

根拠②： 財政再建先送りで良いことはない

根拠③： 財政再建のためには、（１）名目成長の
底上げ、（２）増税、（３）歳出削減の全て
が必要
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消費増税に関する考え方

消費増税の考え方 経済・市場・財政に及ぼすインパクト

家計消費の減少 （－） 駆け込み需要と反動減は不可避

住宅投資の減少 （－） 駆け込み需要と反動減は不可避

税収の増加 （＋） 5％分で約12兆円の税収増が期待。ただし、財政改善には更なる増税が必須

課税対象の拡大 （＋） 広く徴収することが可能

財政再建へのコミットメント （＋） 国際公約へのコミットメントを通じ、信任の確保につながる

消費増税を回避した場合

財政再建へのコミットメント後退 （－） 財政再建へのコミットメントが後退するとの市場の思惑で、信任の低下につながる

国債利払い負担増 （－） 市場金利の上昇した場合には、事後的に国債の利払い負担が増加

消費増税のペース緩和・先送り論について

財政再建へのコミットメント後退 （－）財政再建へのコミットメントが後退するとの市場の思惑で、信任の低下につながる

メニューコストなど （－） 頻繁な価格改定でのコスト増

可処分所得の急減の回避 （＋） 消費の急減を緩和
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経済・物価環境： デフレ脱却と雇用・所得環
境の改善、良好な金融環境によって、増税に
よるショックは吸収可能

・デフレの根幹にあった問題は、家計所得の減少⇒デフレ
期待の定着⇒消費萎縮。足元では改善が定着（図１）

・97年とは異なり、雇用市場はタイト化（図2）。経済全体の
需給バランスも改善方向へ（図3)

・民間設備投資も、回復の動き（図4）



5

95

100

105

110

115

120

95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

(2010=100,
12ヶ月移動平均）

（図１）雇用者報酬の推移

（出所）厚生労働省　（注）雇用者報酬＝一人当たり賃金×常用雇用者数×労働時間
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（注）合成短観DIとは、生産・営業用設備判断DIと雇用判断DIの加重平均値

（出所）内閣府、日本銀行、RBS証券

（図３）経済の需給バランス
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（出所）総務省、厚生労働省、内閣府、RBS証券
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（図２）完全失業率と均衡失業率
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（図４）景気回復期の民間設備投資

（出所）内閣府、RBS証券
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（前年比、％）

消費関連指標 2014年02月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

名目消費支出（家計調査） ▲ 0.6 9.3 ▲ 0.7 ▲ 3.9 1.3 ▲ 2.0 ▲ 0.9 ▲ 1.9
実質消費支出（家計調査） ▲ 2.5 7.2 ▲ 4.6 ▲ 8.0 ▲ 3.0 ▲ 5.9 ▲ 4.7 ▲ 5.6
名目消費支出（家計消費状況調査） 3.2 14.7 1.2 0.9 1.3 0.4 0.1 0.8
実質消費支出（家計消費状況調査） 1.3 12.5 ▲ 2.8 ▲ 3.4 ▲ 3.0 ▲ 3.6 ▲ 3.8 ▲ 3.0
小売売上高（商業販売統計） 3.6 11.0 ▲ 4.3 ▲ 0.4 ▲ 0.6 0.6 1.2 2.3
大型小売既存店（商業販売統計） 1.3 16.1 ▲ 6.7 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 0.6 1.6 0.5
百貨店(既存店) 2.9 25.2 ▲ 10.0 ▲ 2.1 ▲ 2.4 ▲ 0.4 2.0 1.7
チェーンストア(既存店) 1.5 9.4 ▲ 5.4 ▲ 2.2 ▲ 2.8 ▲ 2.1 ▲ 0.1 ▲ 1.0
コンビニエンスストア(既存店) 1.0 2.9 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 1.9 ▲ 0.7 ▲ 2.4 ▲ 1.3
スーパーマーケット（既存店） 0.6 11.1 ▲ 5.1 ▲ 0.8 ▲ 1.5 ▲ 0.7 1.4 ▲ 0.1
新車販売台数(四輪乗用車計） 18.8 16.7 ▲ 5.1 ▲ 1.3 0.1 ▲ 2.6 ▲ 9.5 ▲ 3.2
中古車販売台数(四輪乗用車計) 7.6 13.2 ▲ 5.8 ▲ 8.6 0.2 ▲ 5.7 ▲ 6.7 3.0
民生用電気機器(出荷金額) 30.5 21.3 1.9 ▲ 2.6 ▲ 3.2 ▲ 12.5 ▲ 7.9 1.9
民生用電子機器(出荷金額) 18.3 2.8 ▲ 10.4 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 5.8 ▲ 16.8 ▲ 7.0
外食産業全店売上高 0.2 1.7 1.2 ▲ 2.7 ▲ 6.5 ▲ 5.1 ▲ 7.6 ▲ 4.5
旅行取扱総額（国内旅行+外国人旅行） 1.1 10.7 0.9 4.5 2.3 3.2 0.1
訪日外客数 20.6 22.6 33.4 25.3 17.3 26.6 22.4 26.8
遊園地・テーマパーク売上高 13.2 12.9 4.8 ▲ 5.2 ▲ 1.6 4.7 3.1 8.9
映画館売上高 ▲ 14.5 21.2 42.5 77.7 35.9 ▲ 18.9 ▲ 0.1 1.4
劇場・興行場・興行団売上高 5.0 8.6 0.4 7.3 ▲ 2.4 4.5 ▲ 3.5 1.4
ゴルフ場売上高 ▲ 27.8 ▲ 8.0 5.4 4.8 ▲ 5.3 ▲ 0.7 3.0 6.9
葬儀・結婚式業売上高 ▲ 2.6 2.5 ▲ 4.0 ▲ 0.5 ▲ 3.2 ▲ 2.1 ▲ 2.7 ▲ 4.3
外国語教室売上高 ▲ 1.1 4.4 ▲ 3.2 0.3 1.4 6.8 10.4 4.3
フィットネス売上高 3.4 0.1 2.8 1.9 2.0 1.5 1.9 ▲ 0.5
学習塾売上高 ▲ 1.9 1.6 ▲ 0.5 ▲ 2.5 ▲ 0.6 1.4 0.6 0.0
家庭向け電力販売量 0.2 3.1 0.6 ▲ 5.5 ▲ 2.7 ▲ 4.1 ▲ 6.5 ▲ 14.1
高速道路交通量(NEXCO計) ▲ 3.3 ▲ 5.2 ▲ 1.2 ▲ 1.0 ▲ 3.4 ▲ 4.1 ▲ 4.7 ▲ 2.3
国内定期航空の旅客輸送量 3.2 8.2 4.0 4.5 3.5 4.1 1.2
鉄道旅客輸送実績（旅行人キロ） 1.7 13.5 ▲ 0.6 1.2 ▲ 1.7 1.6
※お盆期間（8/8-17）のJR旅客6社の輸送実績は前年比▲1％、国内航空12社の国内便利用実績は前年比▲1％、
高速道路主要27区間の1日平均交通量（8/7-17）は前年比▲8％。

（図５）消費関連指標の推移

（出所）総務省、経済産業省、国土交通省、各種業界統計
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（図6）地域別にみた小売業販売額（名目）

（出所）経済産業省

高齢化で、社会保障の給付は経済の伸びを上回り
続ける公算。税負担増は不可避
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高齢化で、社会保障の給付は経済成長率を上回る
ペースで増え続ける公算。税負担増は不可避

公債発行の累増以上に、社会保障関係費は他の
政策的支出を圧迫

（出所）財務省資料

（図8）一般会計歳出中に占める主要項目の割合
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（出所）厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計について」

（図7）社会保障に係る費用の将来推計

（厚生労働省）
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財政再建に向けた果敢な姿勢と、信任の確
保は必要不可欠
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（図9）純利払い費と純債務残高の名目GDP比
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